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研究成果の概要（和文）：環境関連財（エコプロダクツ）の貿易自由化によって、世界各国が安価に質の良い環
境関連財にアクセスできるようになり、各国の環境対策が促進されることが期待されている。本研究ではエコプ
ロダクツの貿易自由化がもたらす影響を、理論、経済実験、実証により、多角的に解明する。重要な理論的成果
として、生産段階では負の外部性を持つエコプロダクツの場合、川上での環境規制が適切に行われることによっ
て、消費国の厚生が改善することが解明された。経済実験及び実証研究では、途上国および日本におけるエコプ
ロダクツの需要構造を分析した。

研究成果の概要（英文）：Trade liberalization of environmental goods (EGs) is expected to improve 
each country's environmental measures by providing the expanded access to relatively inexpensive and
 high-quality EGs. This study analyses the expected effect of the market penetration of 
environmental goods, theoretically, experimentally, and empirically. As the main result of 
theoretical approach, we found that countries that lack environmental policy do not necessarily 
benefit from trade liberalizations of EGs. Moreover, the results show that the EG that imposes 
negative external costs in the production process may improve a country's welfare if an appropriate 
upstream pollution tax is applied. In experimental and empirical analyses, we have elicited latent 
demands of goods related to EGs in Japan as well as in targeted developing countries by collecting 
and analyzing original individual/household data.

研究分野：経済政策
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１．研究開始当初の背景 
 過去 20 年間に、太陽光発電パネル、ハイ
ブリッドカーといった環境配慮型の再生可
能エネルギー関連製品や、途上国の生活環境
を改善する技術開発は、政策的支援もあり、
徐々に我々の生活に浸透してきた。これらの
エコプロダクツ及びサービス（以下ではエコ
プロダクツと表記）では、国際市場が深化し
ている。 
 正の外部効果が強いエコプロダクツの普
及は、多面的な利益をもたらすと期待され、
エコプロダクツの貿易自由化や環境関連産
業の規制緩和が不可欠である。近年では、
様々な国際フォーラム（APEC 2012 など）
において、貿易自由化の重要性が相次いで宣
言されている。 
 一方で貿易自由化がもたらすエコプロダ
クツの世界的普及に際しては、通常の貿易自
由化と同様の国家間の軋轢、および国内の産
業・企業・消費者の間の軋轢が生じることが
予想される。これらの軋轢の発生メカニズム
を明らかにしつつ、軋轢の解消メカニズムを
考慮したエコプロダクツ産業の自由化の影
響を探ることは、現実の政策策定において特
に必要性が高い。 
 
２．研究の目的 
 本研究では、環境配慮型の製品（エコプロ
ダクツ）に関する世界の貿易自由化の影響を
理論面から解明し、経済実験及び実証分析に
よってエコプロダクツの普及が生み出す軋
轢を分析することを目的とする。 
 
３．研究の方法 
 エコプロダクツ産業が通常の財と異なる
性質を有することを考慮しつつ、実態調査、
理論分析、国内アンケート調査を中心とした
実証分析、及び発展途上国における経済実験
を実施する。 
 
４．研究成果 
(1)実態調査 
 エコプロダクツの技術開発、とりわけ国際
間の技術格差について深く調査を行った結
果､環境関連の技術格差が､当初の技術水準
だけでなく､環境規制の厳しさや環境意識の
差に大きく依存していることが分かった。 
 
(2)理論分析 
①エコプロダクツの重要な特徴として、エコ
プロダクツの使用は環境の浄化や汚染物質
の軽減に役立つが、生産段階において環境を
悪化する可能性がある点が挙げられる。例え
ば、太陽光パネルなどの環境関連財の特徴と
して、消費段階では正の外部性を持つが、汚
染を発生するレアメタルなどの中間財を使
うことがあるため、生産段階では負の外部性
を持つ可能性がある。そこで、これらの特徴
を捉えた理論モデルを開発した。環境関連財
の消費段階での正の外部性と生産段階での

負の外部性という二面性の下、環境関連財の
貿易自由化と環境規制の影響について明ら
かにした。 
 各国政府が環境規制を適切に行っていれ
ば、エコプロダクツの貿易自由化は経済厚生
を改善するが、環境政策が適切に行われてい
なければ、経済厚生は悪化することが明らか
となった。川上の中間財生産に対する環境規
制がない場合、各国は環境関連財の貿易自由
化から必ずしも利益を得ない。川上での環境
規制が適切に行われると、環境関連財の貿易
自由化は、各国の厚生を必ず改善する。この
結果は、川上市場が競争的か寡占的か、中間
財の国際貿易があるかないか、にかかわらず
成立するので頑健である。市場規模が異なる
場合でも、環境関連財の貿易自由化によって、
世界厚生は改善し、市場規模の小さな国の厚
生も改善するが、適切に環境規制が行われて
いたとしても、市場規模の大きな国の厚生は
低下するかもしれない。貿易自由化によって、
他国よりも中間財からの汚染によって悪影
響を受けない国の厚生は改善し、また環境改
善をより重視する国の厚生も改善すること
が明らかとなった。 
 
②エコプロダクツに用いられるレアメタル
などの資源が最終財生産企業により開発さ
れたとき、現在と将来の資源価格にどのよう
な影響を与えるのかを分析した。シンプルな
２期モデルにより、資源に対する需要構造、
および資源採掘の費用構造に依存して、最終
財生産企業による資源保有量の増加は、(i) 
両方の期において資源価格が下がる、(ii) 
第 1期において資源価格が低下し、第 2期に
おいて資源価格が上昇する、(iii)第 1 期に
おいて資源価格が上昇し、第 2期において資
源価格が低下する、のいずれかをもたらすこ
とが明らかとなった。価格変化のパターンが
異なると、資源輸出国や資源輸入国の厚生に
与える影響も異なる可能性があることから、
実際にどのような価格変化が生じているの
かを推計することは重要であり、本理論に基
づく実証分析も行った（(4)-④）。 
 
(3)経済実験 
①中古品もメンテナンスを行いながら使用
する場合には、エコプロダクツとなり得る。
そこで、ベトナムのハノイ、タイピン、及び
タイホンで、リスク選好、時間選好、社会協
力選好を抽出するフィールド実験を実施し、
あわせて被験者に対して中古品（バイク、冷
蔵庫）の需要に関するアンケ―ト調査を実施
した。実施時期は 2015 年 1 月、5 月、6 月、
および 2016 年 6 月で、本調査における被験
者総数は 341 名である。そのうえで、選好及
び個人属性と中古製品に対する需要との関
連をコンジョイント分析を用いて明らかに
した。(i) 時間選好率が低い人ほど、また年
齢が高い人ほど、中古品に対するネガティブ
な評価が小さくなること、(ii)年齢が高い人



ほど、また女性に比べて男性のほうが、外国
のブランドに対する強い選好を持つこと、
(iii)環境意識や教育水準が、中古品に対す
る選好に影響を与えている可能性があるこ
とが明らかとなった。また、中古車と新車の
市場が比較的明確に分離（separate）されて
いる可能性があることも分かった。したがっ
て、中古品の貿易自由化が、新品を国内で生
産するメーカーと輸入との間に軋轢を生ま
ない可能性が示唆されている。 
 
②生物多様性に関するコンサベーションバ
ンキングについて、クレジットを広域（地域
間）で取引するメカニズムの効率性をラボラ
トリー実験で検証した。2 つの異なるコンサ
ベーションバンキング間でクレジットを取
引する場合、生態系の価値を把握しているト
レーダーにのみ地域間取引を認めることで、
生態系の効率的な保全が実現される可能性
を示した。 
 
(4)実証分析 
①日本の消費者を対象としたアンケート調
査により、エコプロダクツであるソーラー発
電の導入に時間帯別料金制度の導入が与え
る影響を分析し、時問帯別料金の普及が家庭
レベルでのソーラー発電の導入に繋がると
いう結果を得た。 
 
②エコプロダクツである電気自動車やハイ
ブリッドカーが、最新技術である自動運転技
術と組み合わされたときの日本における潜
在需要を、大規模なアンケート調査により確
認した。それらの属性の潜在需要を推計する
ための手法も丁寧に検討して選択型コンジ
ョイント選択を採用し、電気自動車にたいす
る潜在需要は小さく、自動運転技術と組み合
わされてはじめて電気自動車の需要が増え
そうであることを明らかにした。自動運転車
に関する詳細な需要予測も行っている。 
 
③日本においては電力自由化により再生可
能エネルギー関連のエコプロダクツ需要の
高まりが期待されているところであり、自由
化が今後どの程度進展するかを考察するた
め、電力自由化の前後でアンケート調査を実
施した。同一個人の時系列データを分析した
結果、自由化によって得られた電力会社の選
択権を行使して変更した場合に消費者の効
用が上がり、自由化前後の満足度の上昇率は
変更をしなかった消費者より比較的高いこ
とがわかった。さらに、消費者の電力会社変
更状況と行動要因の中でも、再生可能エネル
ギーの占有率と原発エネルギー使用ゼロと
いう消費者の選好要因が会社変更にプラス
に影響するという分析結果から、電力自由化
により、消費者のクリーンエナジーの選好が
よりエネルギー市場に反映されやすくなり、
発電に関するエコプロダクツ需要の増加が
見込まれる。 

 
④エコプロダクツに用いられるレアメタル
などの資源が最終財生産企業により開発さ
れることが現在と将来の資源価格に与える
影響を分析した理論分析（②）に基づき、動
学的パネルデータモデルによる推計を行っ
た。データの制約がある中での限定的な試算
結果としてではあるが、資源輸入国による資
源開発が将来の価格低下により輸入国の厚
生を上げる可能性が示唆された。 
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